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経済学研究 45-4
北海道大学 1996.3

事故と安全の経済分析
事故，犯罪の社会的費用一一

小林好宏

1.問題の所在

1970年代までの日本経済にとって，その目標

を示すキーワードは発展，成長，効率で表され

た。経済に限らず社会全体にわたって21世紀に

おける日本社会の最大課題は，安全，安定であ

ろうと思われる。本稿は，安全の問題を経済分

析の視点で解明することを目的にしている。

ところで安全の経済分析と言ったときに，ど

のような研究領域がありうるであろうか。経済

学の立場で安全にかかわりのある領域としてま

ず考えられるのは， リスクと保険の理論である。

しかし，それだけではない。安全管理や災害の

予防，事故の防止の議論は工学的分析として行

われるが， この分野も経済学的なアプローチが

可能である。事故防止にどれだけのコストをか

けるのが妥当かという問題は， もちろん経済学

的分析である。また，どのような制度設計が事

故防止や安全の確保につながるかという法の経

済学的アプローチもある。

これまでの経済理論の発展の歴史から言えは

安全の問題は，まず確率論との関連でとりあげ

られた。すなわち危険を分散することによって，

危険に対処するというのがそれである。危険と

保険を理論化したのはK.J.アローである。
アローは，不確実性や危険と保険の問題を最初

に理論化した九この考え方は，安全にかかわ

1) 保険の問題を経済理論の上で定式化して示した
のは，アローがはじめてと言っていし、。

K.J.Arrow;Essα.ys in the Theory 01 Risk-
Beαring， North-Holland.1970. 

る経済分析の基本をなす，と考えることができ

る。経済理論としての保険の理論もここから発

している。したがって危険とそれに対処する保

険の問題は，安全にかかわる経済理論からの最

も典型的な分析の切り口であるということがで

きる。例えば，食料やエネルギーの自給率の問

題がしばしば論じられているが，これら経済的

安全保障の問題も，基本的にはリスクと保険の

問題として分析しうる。すなわち自給率の維持

のために輸入になにがしかの制約を加えること

による社会的ロスを，保険料としてとらえるの

はその考え方であるし，食糧の輸入相手国を

分散するのは， リスクの分散である。分散によ

るコスト増は保険料である。エネルギー資源の

備蓄コストも同様に保険料と考えることができ

るし，エネルギーソースを多様化することはリ

スクの分散であって，そのことによるコスト増

は保険料である。

もう一つは，カラブレジの“Costof Acci-

dents刊である。これは事故の社会的費用を最

小化するための法制度に焦点をあてた分析であ

る。この議論をベースに民事事件における損害

賠償制度の問題を展開したものに，浜田宏一泊

保険についてはこの中の5章で扱っているが，
それ以外の諸章もすべて関連している。

2) 法の経済分析は，シカゴ大学のロースクールを
中心に発展してきたが，もう一つの流れをつくっ
たのは，イエール大学のカラブレジと言える。

G.Calabresi;The Costs 01 Accidents A 
Legα1αnd Economic Anαlysis， Yale 
University Press，1970.特に第3章を参照。

3) わが国では浜田宏一『損害賠償の経済分析』東
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がある。

カラブレジの研究に先行して，法的問題の経

済分析を行ったものに， Beckerの"Economic

Analysis of Crime and Punnishment"のがある。

これも犯罪の社会的費用を最小化する政策的問

題をとりあげ，罰の形態として何が望ましいか

を示したものである。

事故，安全についての経済学的視点からの分

析は基本的に以上の知くである。自然災害に対

処するための土木工学的課題においても，経済

分析の手法は用いられるし，国土計画あるいは

空港や港湾，通信機能の最適配置という問題に

ついても同様の経済学的視点からの分析がある。

また医療における予防と治療の最適な配分は，

総医療費の節約という視点から分析される。

土木工学的視点から災害予防の問題を考える

と，限界予防費用と限界予想損害の減少額(予

防による限界収益と考えることができる)とが

一致する水準まで，治山治水等の事業に費用を

投ずることが合理化されるであろう。また，交

通通信等の中枢機能配置については危険分散と

いう視点での機能分散主義と，効率性を中心と

してみた集中方式とのバランスといった問題で

あろう。医療であれば予防費用をかけることに

より治療費を節約するという関係のもとで総医

療費最小化の問題を解くといった問題が考えら

れる。いずれにしても最適化問題を解くことに

なる。

これらの問題を政策との関連で整理してみる

と，効率を犠牲にしてもどこまで安全のための

コストをかけるか(例えば分散による効率の阻

害=分散のコスト，備蓄コスト，あるいは輸入

制限や自給率維持のコスト等)という問題，す

なわち最適な保険料の設定の問題と，どこまで

大出版会(1977)が，最初の代表的業績である。
4) G.S.Becker，“Crime and Punishment:An 
Economic Approach"， JOUl噌nαl01 Politi-
cαl Economy， vol. 76. (march/ Apri1.1968) 
本稿は主としてベッカーのこの論文を中心に議
論を進める。

予防費用をかけるかという問題に分けることが

できる。これに加えて，法の経済分析の課題か

らみると，どのような制度設計(損害賠償責任

ルール，刑事事件なら罰の形態)が事故の費用

を節約することになるか，という問題がある。

基本的にはこの三つの視点が安全の経済分析の

基本視点ということができる。

本稿はこれら領域の中から，特に事故の社会

的費用を最小化する問題をとりあげる。

食糧やエネルギーの安全保障の問題は，不確

実性， リスクと保険の理論からのアプローチが

最も妥当であると思われる。この問題は別にと

りあげるとして，筆者は主として事件，事故と

その予防を対象に分析を進める。

事件，事故はその種類によって問題の分析の

視点が若干異なってくるであろう。社会的費用

最小化という基本問題は同じであっても，事故

の性質によって最適化問題の扱いが微妙に異な

るかもしれない。いま，事件，事故等，安全を

脅かす事象を事柄の性質によって分けて見ょう。

1. 自然災害

2.交通事故

3.火災

4.製品欠陥

5.公害

6.工場や建設作業等での事故

7.犯罪

もう少し大きく分類すれば，自然災害，公害，

交通事故等の事故，犯罪にくくられる。これら

の違いを次の視点で区別することができる。自

然災害は経済活動とは別個に外的に発生するも

のであるから，そこでの中心問題は，最適予防

費用を見出すことである。これに対して，公害，

その他の事故は，社会に利益をもたらす活動の

過程で発生する社会的損失である。そこで社会

的費用最小化を問題にするといっても，事故の

発生原因となる活動によって得られる利益も考

慮しなければならなし、。公害も事故も，その意

味では基本的には事故の費用を含めた社会的費

用を考慮した上での社会的便益や効用の最大化
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問題を解くことになるだろう。

犯罪は，上記二つの分野とは異なる。犯罪活

動が犯罪者にとって利益をもたらすとしても，

それは被害者からの所得移転に過ぎない(泥棒

のケース)から，社会的利益はゼロである。社

会的利益がゼロで損失のみが発生するという点

では自然災害と同じだが，犯罪抑止は災害防止

活動とは異なる。それは予防手段に制約がある

こと(自由社会におけるプライパシーや人権の

問題)，刑罰というコストを要する措置をとも

なうこと等である。更に，犯罪による社会的費

用最小化の問題を扱う際，犯罪者の効用最大化

行動が，分析の過程で取り扱われうるだろうが，

それは社会の目的関数にはならなし、。

以上の点から，上述の三つの分野を社会的目

的関数という視点からみると，自然災害の場合

は，災害による予想損失額の最小化(予想損失

の減少額を予想、収益に見立てた場合，予想収益

最大化)であり，公害や事故の場合は便益最大

化であり，これらにおいていずれも事故による

損失，予防費用を社会的費用に加えて計算する

ことが必要になる九

犯罪の場合は，犯罪の社会的費用最小化が目

的となる。もちろん社会的費用の中には，犯罪

に対処する社会的活動の費用も含まれる。

事件，事故の経済分析の対象を分類する場合

に，それらを抑制する政策手段との関連で分け

ることも可能である。政策の一つには制度的枠

組みの設定で費用最小化問題を解くことがある。

その点からみると，最も一般的なのは，公害，

製品欠陥，交通事故が代表的ケースである。こ

れについての基本的考え方については，すでに

筆者は拙稿 (6)において単純な接近を試みた。

本稿では犯罪のケースと交通事故のケースを

とりあげ，問題の接近方法の類似点と違いに注

5) 自然災害の場合は，災害の予防によって期待さ
れる予想事故損害額の減少分を収益と見倣し，
限界収益と限界予防費用が一致したところで，
最適な予防活動水準が得られると考えるのが，
最もオーソドックスな方法であろう。

目して検討を進める。犯罪の問題を本格的に論

じた代表的な論文にベッカー (2)があり，こ

こではベッカーの議論に即して，事件，事故の

社会的費用最小化の問題を検討する。

すでに述べたように，民事事件と違って刑事

事件の場合は，罰の形態が社会的費用に影響す

る。第2に，民事事件の場合は責任制度のあり

方が事故件数に影響し，ひいては社会的費用に

影響を与えるのに対し，刑事事件の場合は，加

害被害の関係が明確であれば責任の所在は比較

的明確である。第3に，交通事故や公害，製品

欠陥等に関しては予防の効果がかなり多く期待

されるのに対し，刑事事件の対象になる事象に

関しては，予防的措置の範囲が人権侵害になら

ない範囲に限定されざるをえない。そこに犯罪

予防のむずかしさがある。こうした違いを含み

つつも，ベッカーが示した議論はモデルのたて

方，考え方の上で種々参考になる。

本稿は次節で事故，事件の社会的費用には何

があるかを示す。 3節では事故抑制の方法を述

べる。 4節で犯罪のケースについてのベッカー

の議論を跡づけ 5節はその問題点をとりあげ

る。 6節では交通事故の場合についてとりあげ，

そこで、の扱い方について検討を進める。 7節で

は，事故予防手段の事故への影響について考察

する。以上の点をあらかじめ念頭に入れた上で，

事件，事故の社会的費用最小化の問題を考察し

よう。

2.事故，犯罪の社会的費用

事件，事故(以下すべて含めて事故と呼ぶ)

の社会的費用は基本的に以下のように分けられ

る。

(1)事故そのものによる損害額， (2)事故防止

費用， (3)事故後の処理に要する費用九

これらを具体的に事故の種類ごとにみると次

6) カラブレジは，“TheCosts of Accidents"の
中で交通事故を例に，その社会的費用をprim-
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のように示しうる。

(1)事故そのものによる費用は， それぞれの

分野ごとに発生する事故そのものによる損害額

である。 (2)予防費用は，交通事故のケースで

は，歩道橋，信号機，ガードレール，中央分離

帯等，道路に付帯する事故防止装置と，クルマ

自体の安全装置までを含めることができる。こ

れに交通巡査，自動車教習所における安全教育

の費用までを含めることができる。したがって，

どこに費用をかけるか，すなわち道路という公

共財に付帯する設備にコストをかけるか，クル

マそれ自体の安全装置にコストをかけるかで効

果が異なるであろう。

公害の場合は，公害防止設備，公害防止のた

めの監視機構すなわちモニタリン夕、、コストなど

である。この場合も，事業者自身が設置する公

害防止装置にコストをかけるのと，公共的な監

視機構にコストをかけるのとで，効果が異なる。

(3)の事後的費用は，加害・被害当事者間の

交渉費用，弁護士費用，裁判費用等であり，民

事事件の場合は基本的に共通している。

犯罪の場合はこれら民事の対象となる事故と

くらべてどのような違いがあるか。まず社会的

費用の構成そのものは基本的に変わりない。①

犯罪そのものによる被害者の損失，これは犯罪

によって発生した被害額である。②予防に要す

る費用， これは警察のパトローJレ等警察活動，

防犯灯等の設備，錠前，ガードマン等，③事後

処理費用は警察の捜査活動，逮捕から起訴に至

る法廷費用，更に刑務所の維持費用等である。

犯罪の場合には通常の事故と異なる面がある。

犯罪の場合も犯罪者の犯罪による期待便益と費

用があり，犯罪者の行動そのものについて便益

ary cost， secondary cost， tertiary costの
三つに分けている。 primarycostは事故その
ものによる損失， tertiary costは紛争処理に
要するコストである。 secondarycostは若干
概念が異なっており，事故に派生して生ずる社
会関係上のコストsocietalcostとも言うべき
ものである。

と費用関数を考慮できるが，犯罪の種類によっ

て社会的費用の構成が大きく異なる。犯罪の社

会的費用のうち，犯罪そのものによってもたら

される費用は，泥棒であれば所得移転であるか

ら，その費用は相殺される。これに対して殺人

や傷害は，犯罪者のその行為による満足があっ

たとしても(犯罪者の正の期待効用があっても)

所得移転ではない。また，刑罰の形態によって

も社会的費用は異なる。例えば，罰金であれば

加害者から社会への所得移転になるが，禁固で

あれば，加害者の刑期に比例して時間の機会費

用がかかる。

犯罪者の便益，すなわち犯罪によって得られ

る彼の利益をどう扱うか，ということは一つの

問題になりうる。交通事故の場合も， ドライパー

にとってはスピードは便益をもたらすが他方，

スピードの出し過ぎは事故確率を高める。便益

を考慮する必要がある点では通常の事故も同様

であるが，犯罪の場合には少なくとも意図した

犯罪に関しては期待便益がより明確にあると言

える。異なる点は犯罪に関しては罰の形態によっ

て社会的コストに差が出てくる点である。これ

をもう少し具体的に示そう。

犯罪の場合，犯罪者はそれによって得られる

期待利益がある。他方犯罪にともなう社会的費

用がある。この場合，後にみるように，ベッカー

の議論では犯罪の純社会的損失を，社会的費用

から犯罪者の利益を差し引くかたちで示してい

る。また犯罪の社会的費用の中には犯罪者が刑

罰として，例えば投獄された場合にはそこで失

われる彼の所得の損失も加えている。このよう

浜田宏ーは「損害賠償の経済分析」の中で，カ
ラブレジを援用しながら同様に第一次費用，第
二次費用，第三次費用に分けている。第一次費
用には，事故そのものによる損失と予防費用，
第二次費用は同じ損失でも誰に負担させるかで
社会的経済的影響が異なるが，この影響による
費用である。そして第三次費用は司法行政上の
費用である。
筆者は，カラブレジ，浜田の第二次費用は捨象
して分析を進める。
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な加害者の期待孝司益や損失は，多かれ少なかれ

どのような事件でも存在するが，そのあらわれ

方や程度は異なるであろう。関えば交通事故の

ケースでは，運転容がスピード安出すことによっ

てより阜く目的地へ到達しうる利益，スピード

の快感等の期待捜益があり，それを社会的費需

から差し引いて結社会的損失を計算するという

ことは充分考躍しうる。これに対して公害や鱗

品欠陥の場合は，加害者鶴の期待利益を社会的

手目益に加えるべきかどうか定かではない。加害

者鶴の手抜きは，むしろ予紡装置を不発全にし

か設護しなかったことによってもたらされるも

ので， これは内部イとされて予防費F誌の中に合め
られるべきものである。

罰のあり方が社会的費患に影轡を与える点で

は，獄弊における場合と同様である。例えば公

害や製品欠陥の場合は，何日間の操業停止処分

というのは，犯罪者を禁諮1ffjに越する場合と諮

様で，撮議長停止期間中の固定費安要するのみな

らず，期待利益の損失がある。

以上のように，不法行為による加害者艇の鶏

待利益をどんな場合に計算に入れるべきかは，

ケースパイケースで異なると言うべきであろう。

3.事故持制の手法

事故の社会的資活を製識するには事故そのも

のぞ議少させることがまず畿譲先されるであろ

う。そのためにまず事故の予防を行うことが必

繋である。事故予訪の方法として基本的にはは)

法的競舗と(2)市場的誘導がある。法的規昔話

事故の顔菌となる符為そのものに規制を加える

ことと，発生した導要設についてのペナルティを

強北する方法とがある。後者については，特に

犯罪のケ…スでは果たして予防効果がある

かについて種々議論がある。例えば苑1fIJおj疫の

存麗をめぐる議論がそれにあたる。

市場的誘導は，価格メカニズムを通じて加害

者に事故防止の持重きをとらせるように誘導する

か法であり，公害防止繋掃を内部イtdせたり，

事故手鈴のインセンティブを織かせるような嚢

任制度を設定したりすることである。

予防装置をほどこすことは予憶喪惑そ要する

わけであるから，それ詩体事故の社会的費理を

増大させるが地方で事故そのものを減少させる

ことを通じて社会的費用を減少させる。そこで

最適議期のかけ方という鵠騒が生ずる。

家た予訪装讃には私的廃まと公共財とがある。

遊路に付帯する装墨は公共財であり，警察も公

共財である。公共員まの場合は最溺化問題を見出

すことがむずかしい。

これらのことから，社会的費用の最小化を達

成するには，改のような開離がある。

(1)最適な予諮嚢吊の水準

(2)予関費用の負恕思分

(3)童宣告翻疫のあり

(1)に関しては，予院費用をかけることによっ

てどれだけ事設後減少させるかが問題であり，

その場合，経議会塑性に立脚したならば，たと

え事故をゼロにしたとしても予防費用が諺大に

なって，事故そのものによる費惑と少ない予防

費吊，ぞれに事後処館費用を加えたものを，か

えって上回るならば，望ましくない，と特街さ

れる。そこから最適予防費海水準すなわち社会

的鍵用を最小化する予防難用水準を求める考え

方が出てくるのである。

この予務費用の水準は霊予紡譲震の事故静止

効果に依存するo3閥幹であれば，欝築のパトロ
ノレやその他警報装援等の各種競薗が犯罪捺止に

どれだけ効果を及ぼすかという開題である。し

かし，予訪装識は人々の事故由選行動に影響を

及ぼすかもしれない。交通事故の場合，揺が法

くかっ謹繰的な道路は，かえってドライパーを

油断させ，スピードの出し過ぎや居眠り

引き組こすと設われる。適当にカーブがあるほ

うが慎重な謹転ぞ動壌づける。このように道路

の状況はドライパーの行動に彰響を与えるとい

うことを考慮すると，予防装置のあり方も同様

にドライパ…の行動に影響するということは十

分ありうる。すなわちモラルハザードの問題が
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発生することが考えられるだろう。また予防装

置が私的財か公共財かで， ドライパーの行動へ

の影響は異なるかもしれない。

(2)に関しては予防装置が私的財か公共財か

で異なる。直観的に言えば公共財である場合，

加害者への事故抑止動機は弱まるかもしれない。

かくて，予防費用の負担区分は，事故抑止のイ

ンセンティブの強弱という視点で検討されねば

ならない。個人の行動の動機づけに対する影響

という点についていえば，私的財としての予防

装置のほうが，自ら負担するという意識から事

故抑止の意識がより強く働くということが考え

られる。しかし， こうしたことは測定困難であ

る。

(3)の責任制度のあり方については，最安価

損害回避者に責任を課するという議論がすでに

定着している。

責任制度のあり方が当事者の行動に事故回避

のインセンティブを与えることになるというこ

とは，犯罪の例でいえば刑罰の重さが犯罪抑止

の効果をもっということと似ている。ただし，

責任制度のあり方自体はコストを要しないのに

対し，罰則はその形態によってはコストを要す

る場合と要しない場合がある。罰金は犯罪者か

ら社会への所得移転であるが，禁固は各種の社

会的費用をともなう。

以下ではベッカーの犯罪と刑罰の経済分析の

モデルを跡づけながら，そこでの問題点を検討

し，交通事故，公害等のケースを比較しつつ分

析を進める。

4.犯罪の社会的費用

ベッカーは犯罪の社会的費用について分析を

行っているが，犯罪の社会的費用は，犯罪がも

たらす社会的純損失D，犯罪者を捜査し，逮捕
し，有罪にする警察や法廷の費用C，刑罰を与

えるのに要する費用 fから成る。これらの費用

を決定する基本的な変数の関係は次の 5つであ

る。第1は犯罪数と犯罪コストの関係，第2は

犯罪数と与えられる罰，第3は犯罪数と犯罪者

を逮捕し，有罪にするまでの社会的支出，第4

は有罪になる数と投獄その他の刑罰との関係，

そして第5に，犯罪数と私的予防のコストであ

る九

まず犯罪による社会的損害は，犯罪活動水準

に依存する。社会的損害をH，犯罪活動水準を

Oとすると，

H=H(O) 

dH H'=一一>0
dO 

(1) 

の関係がある。他方，犯罪によって犯罪者はな

んらかの利得を得ているのであるから，犯罪に

よる社会の純損失は，社会的損害の総額から犯

罪者の利益を差し引くことによって得られる。

犯罪者の犯罪による利益をGとすると， Gも犯

罪量の関数であるから，

G=G(O) 

dG G'=一一>0
dO 

(2) 

の関係がある。かくて犯罪による社会の純損失

は，

D (0) =H (0) -G (0) (3) 

ここで犯罪者の犯罪による限界利益が逓減する

と仮定すると，

D"=H"-G">O (4) 

となる8)。

ベッカーは， Dを最小にするような犯罪に対
する防衛の問題を考えるのであるが，警察や法

廷の活動，重い罰等によって犯罪を減らすこと

7) Becker. op. cit.， P.172. 
8) ibid.，P.173.ベッカーが犯罪者の利得をも計
算に入れているという点に注目して欲しい。こ
れは，スピードの出し過ぎによって他人に被害
を与える加害者がスピードによって得られる便
益を考慮に入れることと，少なくとも経済学的
には同じことである。
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ができる一方で，これら饗察活動等にはコスト

がかかる。獲に犯罪者を有罪にし，投載するに

もコスト奇襲する。こうしたコストを考慮した

上で，犯罪による社会の純損失を最小にする最

譲鵠趨会解くのである。

犯罪を発見し，犯罪者を有罪にすることによっ

て犯罪を減少させることができる杭これ

楽活動，法廷の活動にはコストがかかる。これ

ら活動レベノレをA，饗察活動のコストをCとす

ると，

C口 C (A) 

dC 
C'=一一 o
dA 

ここでベッカーは，轡察活動，法廷活動の水準

が，犯罪のうち有罪となるものとほぼ等しいと

る。すなわち有罪によってクリヤーでき

る程罪数をもって警察や法廷の活動水準を掛る

のである。

A~PO 

Pは犯罪のうち有罪によってクリヤーされる割

ある。 (6)式試警察や法廷の活動水準は，

犯罪のうち有罪とする確率に依帯するというこ

とを意味しており，ベッカーはpを独立変数と

して扱う o P惑と高めようとすれば，それだけ警

察議動を強化しなければならない。その結果，

犯捧抑止のためのコスト Cが高まる。

(6)式を(別式に代入し Pで離分すると，

C一立主仕立i
dP 

C'O>O 

Co公認C'p>u if POキO 

P， 0の増加はそれぞれCの増大をもたらす。

警察活動等であるAの増大にともなう罷界費用

が逓増するとすれば，

Cpp C"O 

Coo日 C"P

O 

O 

(6)式をもっと…般的に表せば，

A口 h(P，O，a) (9) 

のかたちで表ずことができるo aは犯人逮捕等

の活動である。犯罪単位当たりのAの平均殻用

は，

AC }
 

n
u
U
 
1
 
{
 

(5) 

である。犯単泣当たりの費用は，

認罪者を有罪にする擁護事が高まるほど高くなる。

もちろんここで確Eねという表携を罵いているが，

それは偶然性安意味するのではなく Pは警察

や検察の捜査活動が高まるほど高くなる。

以上を要約ずると，拐罪の社会的資用は器弾

のものふ程界会減少させたり予Eきする努

力，郊j欝のあり方，に依存する。犯罪量を議少

させることは，一方で犯罪による社会的損失を

減少さFせるが，他方で犯罪盤を誠少させるには

コストを要する。そこで社会的費用を最小化す

るコストのかけ方が問題になる九

では，詑罪量は仰に依存するか。

(6) 

O=O(p， f， u) 霊童

組の社会的，心理的要閣はjJljとして純経済的

にのみ考えると，犯罪畿は，犯罪~たりの有罪

確率P，訴のかたち f，すなわち刑罰のきびし

さや部期等，それに他の諸影響の集合変数uに

依存する1的。

(7) 

(8) 

の ベッカ…のモデルは，まず犯罪による損失が何
;こ依若手するかを示し，次いで犯選手と闘うコスト，
逮捕や有罪iこするコストを分析するという手順

で滋められる。 PP.173“176.
10)鵠式は犯罪の供給関数であり，犯罪の供給還を
減らすにはP，fを動かさねばならないのであ
るが，それにはコスト安委する。他方，犯罪を
減らすことによる社会的費用の節約がある。こ
れは予防コストをかけて事故のコストを減少さ
せ，総費用を最づ、化する最適イ厳令見出すのと潟

じである。
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。O
Op= ~ ~く O
θP 。O
Of一一一くO
θP 

(12) 

犯罪は警察活動が活発で犯人を逮捕しかっ有罪

にするほど，また罰が厳しいほど減少する。

Pとfを適当に組み合わせることによって，社

会的費用を最小化するような最適条件を得ょう

というのがベッカーモデルの基本である。 pに

ついては，警察活動，検察活動に要するコスト

とほぼ比例するとみなしてよいであろう。他方

fについては，その形によって，コストが異な

る。投獄と罰金では社会的コストに大きな違い

がある。罰金は被告から被害者あるいは社会に

対する所得の移転であるのに対し，投獄は，刑

務所の維持費用を要する他に，犯罪者自身が刑

期中拘束されることによる所得の消失，言い換

えれば刑期中の時間の機会費用がかかる。した

がって fの費用は，罰の形態によって異なる。

いま fの費用を表す変数を f' とすると，

f '= b f (13) 

bは罰のかたちを示すものでもし罰の形態が罰

金ならば， b= 0，他の罰ではb>lと表現で
きる。以上の前提のもとで，ベッカーは社会的

費用を最小化する最適なPとfの組み合わせを

求めるのである。

もしも，政策の目的が単に犯罪の抑止である

なら有罪確率Pをlに近く引き上げ，罰fが犯

罪者の期待利得を上回るほどに高ければ，犯罪

の抑止効果はきわめて高くなるだろう。しかし

それは予防費用Cを高める。結果的に犯罪の社

会的費用を高めることになる。ベッカーは犯罪

の絶滅ではなく犯罪の社会的費用最小化を政策

の基準とするのである。犯罪の社会的費用を測

る損失関数を次のように示す。

L = L (D， C， b f， 0) 

。L，^ 8 L， ̂ 8 L ~~>O 一一>0 一一一>0θD/V ' 8C/v， δb f 

(14) 

(15) 

の関係がある。問題はLを最小化する f，C， 

bを選択することである。すでに示したように

Dは犯罪による損害， Cは犯罪に対処するコス

ト fは罰の貨幣的表現， 0は犯罪量で， bは

罰の形態を示す係数であり，罰の形態別に費用

が異なることを示す。かくてbfは罰の種類別

の費用である。回は単純化してすべて犯罪量の

関数として表すことができる。

L=D (O)+C (P， 0) 

+ bPfO (16) 

ここで， b P f 0は，罰による社会的費用であ

る。犯罪量Oは， Pとfの関数である。したがっ

て，政策的に動かす変数はPとfであり， Lを

最小にするようなPとfの選択問題を解こうと

するのである。 (16)をそれぞれf， Pで微分して

ゼロとおく。

θL 
一一一=D'Of+C'Of8 f 
+ bP fOr+ bPO= 0 

θL 
一一一=D' Op+ C' Op+ Cp 
θP 
+ b P f Op + b f 0= 0 

(17) 

(18) 

Of， Opはそれぞれ犯罪量Oをf. Pで徴分し
たものであるが，犯罪量はf， Pによって影響

されるとすれば， Or. OpキOと考えられるか

ら， (17)， (18)をそれぞれOr. Opで割ると，次式

を得る。

ここで

D' +C' =-b P f 

(1-l)(19)  
ef 

D' +C' +Cp会 =-bPf
-p  

f _ 
ef=一万 Uf

ep= 号o

(1-土)側
-p 

I2U 
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ω式は，それぞれ罰の重さ(貨幣で表した) f 
に対する犯罪の弾力性，及び有罪確率に対す

る犯罪の弾力性であり，他方， (19)，側の左辺は，

Oの増大による犯罪の限界費用である。より詳

しくいえば， (19)式の左辺は， fの減少を通じて

もたらされる犯罪の限界費用，側式の左辺はP

の減少を通じてもたらされる犯罪の限界費用で

ある。犯罪量Oは， D'>Oの範囲内にあると
想定しうるので， fの減少を通してのOの増加

による限界費用は正である。他方， pの減少は

犯罪対策のコストを一部減少させるから， pの

減少を通じてのOの増大による犯罪の限界費用

は小さいだろう。

他方， (19)，側の右辺は犯罪との闘いの社会的

コストの限界逓減分であって， これは限界収入

とみることができる。すなわち(19)，ω)の左辺は

罪の増加による限界費用，右辺は限界収入であ

る。社会的損失を最小化する最適条件は，限界

収入=限界費用によって求められる。 (19)，側は

それぞれ罰の水準f，有罪確率Pに関する最適

条件である九

(19)と聞を吟味すると ep>efのとき pと
fについて正の有限な値を選択することによっ

て社会的損失を最小化しうる。 ep>efは，犯
罪者が危険選好者であることを意味する (e p 

= efなら危険中立的， epくefなら危険回避的)。

そして彼が危険選好者であるということの条件

は，同時に「犯罪がぺイしない(割に合わない)J

ことを示す条件でもある。結局 epくefの範

囲でPとfが選択されることになる1由。

以上が犯罪による社会的損失最小化について

のベッカーの議論の骨子である。ベッカーは更

に，政策の変更によって社会的費用をどのよう

に変えるか，また罰の形態，すなわち罰金，禁

11) ibid.，PP.180-182.(16)式が犯罪の社会的費用，
間， (18)は政策変数f， Pの変化が社会的費用に
どう影響するかを示したもので， u目， ω)は最適
条件である。
12) ibid.，P.183. 

固等によって社会的費用がどう変わるかをこま

かく検討している1九

5.ベッカーの議論の問題点、

事件，事故に関する経済分析にとって特徴的

なことは，社会的費用最小化という効率性基準

ともいうべき視点にたっていることである。し

たがってP= 1，すなわちすべての犯罪を検挙

し有罪にすることにより，犯罪を絶滅させるこ

とが目的ではなく，犯罪による損失，犯罪への

社会の闘いに要する費用，罰を加えることの費

用等をすべて含んだ社会的費用を最小化するこ

とが目的となる。このことは，犯罪一般につい

ては妥当と言えるが，殺人といった凶悪事件を

想定した場合にも妥当するかどうかは問題であ

る。一般に犯罪でなくとも，人命救助に関して

は，事故当事者の将来期待収益を上回るだけの

社会的コストを投じて救助するということがし

ばしばあるわけであって，現実には社会的費用

最小化の論理だけで動いているわけではないこ

とは確かである 14)。

第2に，犯罪に関しては，予防費用のかけ方，

言い換えれば予防の仕方に限界があるという問

題があり，ベッカーはその点について触れては

いなし、。おそらく抑止効果を発揮するには，犯

罪が発生する以前の段階での予防にコストをか

けることが有効であろうと思われる。しかし，

これは人権を侵害したりプライパシーを侵すお

それがあり，きわめてむずかしい。ベッカーの

議論では，犯罪に対する闘いの費用は，検挙，

有罪の確率Pを高めるところにあり，犯罪が生

13) ibid.，PP.190-209. 
14)例えば，病気の老人の延命治療の場合，おそら

く治癒して社会復帰しでも老人が得る期待収益
はきわめて少なく，治療に要した費用がはるか
に上回るということは多々ある。しかし，その
場合，治療の程度を老人の期待収益の範囲にお
さめるべきという考え方はとられなし、。事件，
事故の場合も同様である。
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じた事後の活動である。したがって犯罪者の行

動に対する影響という点についてみると，検挙

され有罪となるリスクをどう考慮するか，とい

うことであって，犯罪をおこしやすいかおこし

にくいかという社会的環境条件ではなし、。

先に示したように，社会的費用を最小化する

最適な Pとfの組み合わせが得られるのは，

ep>efであった。この場合に，最適値はPと

fの正の有限値で得られる。 ep>efは犯罪者

が危険選好者であることを意味しており，危険

選好者であるということは犯罪者の犯罪による

限界期待効用が逓増的であると解釈できる。す

なわち犯罪者の効用をU，犯罪によって得られ
る利得をy，とすると，

EU=PUCY-O+C1-p)UCY) 

が期待効用であり，危険選好者の場合， U" > 
Oである。

しかしベッカーの議論の重要な点は ep>ef

が「犯罪が引き合わない」ことを示す条件であ

るということであり，犯罪が引き合うかどうか

を直接測れるのは犯罪者のリスク態度であるけ

れども，合理的な公共政策によって，間接的に犯

罪が引き合わないようなPとfを選択しうると

いうことである。その点においてベッカーの議

論はすぐれている。しかしもちろん，犯罪が引

き合わないようなPとfを選択したとしても犯

罪は起こりうるのであり，犯罪の未然防止には

ならなL、。

ベッカーは，犯罪の予防についての私的コス

トの負担についても触れているが，あまり深く

分析してはいない。実際上の問題としてはこの

点が重要である。私的に負担する予防装置とし

ては錠前，警報機等がある。それ以外にも警備

保障会社に警備を依頼した場合の警備料は，私

的予防費用である。これら財，サービスは市場

を通じて取引される。犯罪予防市場は，保険と

同じように私的に費用を負担することによって

危険を回避するものである。前者は危険を未然

に回避する財，サービスの市場，後者はひとた

び事件が起こった場合の事後的保障に関する市

場である。これらは犯罪の社会的費用に当然含

め
1られねばならない。

すでに述べたように，これら予防のための財

やサービスには，公共財，公共サービスと私的

財，私的サービスとがある。私的に装備する錠

前等は当然、私的財，防犯を兼ねた街灯は公共財

ということになるが，犯罪防止との関連でみた

場合，警察と警備保障会社の役割分担について

は，議論がありうるだろう。予防的サービス活

動が人権，プライパシーを侵害するおそれがあ

る点では，公共サービスも私的サービスも同様

であるが，公共サービスとして予防活動を行う

場合は，公権力を背景にしているが故に，人権

侵害に対する配慮がいっそう強くなる。その結

果，過度に人権への配慮がなされ過ぎて，予防

的効果を発揮しえないということが生じうる。

極端な場合，事件が起こってから(損失が発生

してから)，はじめて警察が活動するというこ

とも起こりうる。

警察が予防的活動を行うのは交通事故防止の

ケースについてはきわめて顕著にみられる。ス

ピード違反の摘発が典型例である1九これに対

して犯罪防止の場合は，予防拘禁はもちろんの

こと，犯罪者の犯罪謀議の察知などはほとんど

不可能である。この点に犯罪対策のむずかしさ

がある。

犯罪の抑止についての第3の問題点は，通常

の事故抑止と異なり事故の社会的コストを内部

化することができないということである。公害

であれば社会的費用を汚染物質の発生者に負担

させることを通じて公害防止へのインセンティ

ブを高めることができる。また交通事故や製品

欠陥の場合も，責任制度のあり方によって事故

回避の効果を発揮することができる。しかし，

犯罪の場合は，犯罪の可能性を有する者を，犯

罪発生の以前に特定することができない。結局，

15)スピード違反の摘発は違法行為の摘発である拭
同時に事故の予防的意味を持つ。
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ベッカーが分析したように有罪の確率を高め，

罰を課すことによってしか，予防効果を発揮し

えない。他は教育や道徳，社会秩序のあり方，

といったレベルでの対策のみである。

第4に，犯罪が他の事故と決定的に異なる点

がある。それは犯罪の場合は，犯罪者の利得や

精神的満足をもたらしたとしても，社会にとっ

ては必ずといっていいほど損失があるというこ

とである。犯罪者にとっての利得をG，社会全
体の損失をH，いずれも犯罪量Oの関数とした

ときに，ネットの損失D(O)は，

D(O) =H(O) -G(O)> 0 

であるのがふつうである。

しかし公害や自動車事故はそうではない。そ

れは社会的富や個人の生活上の満足をうる過程

で発生する。その被害が利得を上回る場合もあ

るが，利得の範囲内である場合も多い。

このように，通常の事故と犯罪には基本的な

違いがある。それに対して経済分析の立場から

まったく同じ手法で解決を求めることが妥当か，

という問題が生ずる。例えば社会的損失を計算

する場合，犯罪者の利得を差し引くこと，また

罰によってもたらされる犯罪者の損害も社会的

損失に加えることは，すでに何度も指摘してき

た。そのように考えると，単なる窃盗のように

被害者から加害者への僅かな所得移転に過ぎな

いようなケースでは，捜査や法廷関係の費用が

被害者の損失を上回るということはありうるわ

けで，そのような場合，そうした犯罪の発生に

は眼をつむった方が社会的損失を少なくすると

いうことになる。それが社会の安定や秩序の維

持にとって望ましいかどうか問題である1曲。

ベッカーは，罰の形としては，罰金が最も望

ましいことを示している。なぜなら投獄の場合

は刑務所の維持費用がかかる他に，犯罪者が投

獄されている期間に失う所得が社会的損失にな

るからである。

16)現実には，裁判費用を節約するために点数制で
機械的に罰金を課し処理するということが行わ

たしかに軽犯罪においては略式起訴で罰金で

済ますことが社会的費用の節約という視点から

望ましいかもしれないが，同じ考え方をすべて

の犯罪に一律に適用することには，かなりの無

理がある。

社会的費用最小化は，経済分析の立場からみ

た基本的な政策基準ではあるが，人命にかかわ

る問題，道徳や正義に関する問題に関しては，

それだけでは解決できない。

6.交通事故のケースへの簡単な応用 基本の

枠組み

犯罪と他の事故との基本的な違いは，犯罪の

場合，社会的な利益はまったくない，すなわち

非正であるのに対し，他の事故の場合は，なん

らかの社会的便益をもたらす活動の過程で生じ

ている，ということである。もちろん犯罪の場

合札犯罪者にとっては利益をもたらすであろ

うが，それは被害者の損害を越えることはない。

泥棒の場合は，被害者の精神的苦痛(例えば盗

まれたネックレスが大事な記念品であったとい

うような)を除けば，単に被害者から加害者へ

の所得移転に過ぎず，社会的利益はゼ、ロである。

それ以外の犯罪では，ネットの社会的損害があ

る。

他方，自然災害の場合は，加害者は自然その

ものであるから，すべて社会的損失である。

このようにみてくると，災害，事件，事故等

を社会的損失の視点から分類すると次のように

分けることができる。事件，事故，災害による

社会的損失をH，事故原因となる活動による便

益をG，社会にとっての純損失をDとすると，

D=H-G 

災害の場合は，

G= 0， D=H 

れている。
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問題を考えよう。犯罪の場合と異なり，交通事

故の場合，事故原因となる活動自体が便益をも

たらす。したがって一般的には，便益と事故に

よる費用との差である純便益を最大化すること

が社会的に望ましい。事故原因となる活動とし

ては，クルマの走行量(クルマの台数×一台当

たり走行距離)，速度等が考えられる。

犯罪の場合は，

D>O 

交通事故の場合は，

H 孟G であって，
く

D ミO となる。
< 

なぜならスピードの出し過ぎが事故をもたらし

たとしても，スピードは他方運転者にとっての

便益をもたらすからである。

ここで更につけ加えねばならないことがある。

泥棒の場合は被害者から加害者への所得移転で

あり，社会的損失はゼロであることをすでに述

べたが，実際には泥棒に対する予防の費用をか

けている。すなわち錠前や警報機，マンション

のガードマン等がそれにあたる。他方泥棒の側

も，いわゆる七つ道具をはじめ各種の準備費用

を要する。したがって，泥棒という行為それ自

体が，予防費用と準備費用を発生させるため，

社会的費用を要する。これらは犯罪の予防費用

と犯罪活動にともなう費用と呼ぶことができる。

したがって泥棒の場合も予防コストをかけてい

るということ，単なる所得移転に過ぎないとは

いえ，社会的費用がかかっている，ということ

に注意しなければならない九

また，災害についてみると，これはプラスの

ゲインはまったく存在しない。そこでの問題は，

予防コストをかけることによって災害が生じた

場合に発生すると予想される損害をどれだけ防

ぐことができるか， という問題になる。

さて，交通事故による社会的損失の最小化の

17)これはレントシーキング活動が社会的損失をも
たらすのに似ている。例えば，独占は消費者か
ら独占者への所得移転をもたらすが，独占的地
位を得るために，独占者は多くのコストをかけ
る。政府規制度業であれば，ロビー活動等を通
じて特権的地位を手に入れようとする。それが
レントシーキング活動である。泥棒の場合も被
害者から加害者への所得移転であるが，泥棒の
側も七つ道具を用意し，市民も錠前や警報機を
取り付ける。このようなコストはレントシーキ
ング活動による費用と同じである。

交通事故を数値化したものをTとする。

T=T (N， S) 
Nは走行量， Sは速度，

。TθT
一一>0一一 >0 θN/ v，θS 

の関係がある。

他方，クルマによる便益Bも，

B=B (N， S) 

とあらわすことができ，

。B θB 
一一>0 一一>0θN/ v， a S 

の関係があるだろう。解くべき問題は，ネット

の便益B-T=NBを最大化することである。
一般均衡論的に問題を設定するならば， Tの

中にはクルマの所有台数を含んでおり，クルマ

を所有するには代償を要するわけであるから，

当然，予算制約式が示されねばならない。予算

制約のもとで，クルマの所有やスピードによっ

て得られる便益の最大化問題を解くというのが，

一般的であろう。しかし，事故を減らすことに

よって，社会的なネットの便益最大化，あるい

は社会的費用の最小化問題を解こうとする場合

に，当然，事故原因となる変数N，S等に影響

を及ぼすことになる。その場合の政策手段は多

様である。更に，いまひとつ， ドライパーにとっ

ては外生変数として与えられる予防装置が事故

量には大きく影響する。そして政策的にどれだ

け予防費をかけることが社会的最適に導くか，

ということが大きな問題である。これらをひと

つのモデルで定式化して扱うのはむずかしいへ

18)例えば次のように考えることもできる。
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政策手段

クルマの普及台数

N
 

、111
1
1
L
f
i
l
l
-
-
J

離距行走れリた当ムロ

速度

ここでは，主要な変数と政策手段との対応関係

を整理し，個々に最適問題にアプローチするこ

とを試みよう。

事故原因となる活動水準を総走行距離N，速

度Sであらわし， Nはクルマの保有台数と一台

当たり走行距離によって示されると仮定した。

これに対して政策手段は，市場的誘導と制度的

規制に大きく分けられる。

Nに影響を与える手段としてクルマの所有に

個人の効用をu，効用関数をu=u(C， T) 
とする。 Cは通常の消費， Tはクルマの所有と
走行を示す変数，クルマの期間当たり価格ある

いはレンタル料とガソリン価格等から算出され

る単位当たりTの価格をp，とする。制約条件

式はY=C+1 +PT， Yは所得， 1は事故に
よる損失をすべて保険料でカバーすると仮定し

たときの保険料， PTはクルマの保有，走行に
要する期間当たり費用総額， Y=YのもとでU
を最大化するという問題を解しという考え方

はできる。しかし， ここから事故の社会的費用

を最小化する問題は解けない。

(1) 

価格政策

(2) 

規制

速度制限 監視費用

責任制度の設定

罰則

裁判費用

罰則費用

(3) 

予防装置

安全装置の義務づけ 設備費用

予防的インフラストラクチュア 設備費用

対する課税等，価格引き上げによってクルマの

所有を減少させる方法がある。これは価格政策

によってクルマの普及に影響を与えようとする

もので，市場的誘導である。速度に影響を与え

る方法としては速度制限がある。これはもちろ

ん直接規制であるが規制を有効にするためには

違反に対する罰則が必要である。罰には，速度

違反のような事故原因になる行為に対する罰と，

いったん生じた事故に対する罰がある。このこ

とと関連して事故抑制に関係が深いのは損害賠

償責任制度のあり方である。過失責任制度か無

過失責任制度かによって，事故抑制の効果は異

なる。このように制度設計のあり方によって事

故それ自体に影響を与えることができる1九

これら手段の行使には多かれ少なかれコスト

を要するが，価格政策によってクルマの保有量

を抑制する場合のコストはほとんどネグリジブ

19)拙稿「事故の抑止に関する経済分析一一責任制
度を中心に」経済学研究第44巻2号 (1994年
9月)を参照されたい。
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ルとみなしでもよいのに対し，直接規制による

方法には監視コストがかかる。また責任制度の 7.それぞれの手段の事故への影響

あり方は事故発生量に影響を及ぼすが，例えば

過失責任制度をとるか無過失責任制度をとるか 価格政策による事故への影響を経済理論的に

によってコストに違いが生ずる。前者のほうが

一般的には過失の有無の認定に多くのコストを

要する。

これまでは，事故量Tに影響するのはクルマ
の走行量Nと速度Sであると前提して議論を進

めてきたがもう一つの重要な変数は，事故防止

装置である。防止装置には大きく分けて二つあ

る。一つはクルマ自体の安全装置であり，ブレー

キの性能，パンパ一等によって事故の量に影響

しうる。高性能の安全装置の装備を義務づける

ことによってコストは上昇し，価格に転嫁され，

クルマの普及台数に影響を及ぼす。したがって，

安全装置が事故量に影響するのは， これまでの

モデ、ルの中では， Nを通じての影響である。し

かし安全装置の装着が直接事故量に影響すると

いう面もある。

もう一つの事故防止装置は，歩道橋，ガード

レール，信号機等のインフラストラクチュアで

ある。これは事故量に直接影響するが，社会全

体は税によってまかなわれるので，クルマの価

格には転嫁されない。最初から税制上，クルマ

の保有税等のかたちでクルマの所有に課税する

という方法もある。

予防費用の効果を考慮した場合，モデルは，

T=T (N， S， D f) 
Dfは予防費用

というかたちであらわすことも考えられる。

これらは複雑に絡み合っているので，一つの

モデルで問題を解くのは，かなりむずかしいと

思われる。したがって，さしあたりここでは，

個別に，すなわち価格政策によるTへの影響，

速度制限によるTへの影響，制度設計とTの関

係，予防費用と事故の関係，をそれぞれ検討し，

それら効果の大小と手段の最適な組み合わせを

考えるのが第1次接近としては望ましい。

考えるとすれば，個人はクルマと他の財の所有

から効用を得，所得制約のもとで効用を最大化

するというモデルを解くことが考えられる。こ

の場合，個人の期待効用は，クルマの所有と他

の財の消費による効用から，事故による期待損

失を差し引いたもので，事故の期待損失はクル

マの保有量の関数である，というかたちを設定

してみることも可能である。しかし，これにイ

ンフラストラクチュアとしての事故予防装置を

加えるとモデルはいっそう複雑になるだろう。

ここでは価格政策がどのようにして事故量に影

響するかを単純に示す。

Nを単純にクルマの保有台数とし，クルマの

価格をPとすれば，クルマの需要の価格弾力性

は，

n=-k. dN 一一-
N dp 

であらわすことができる。他方，クルマの増加

にともなう事故量の弾力性は，

N dT 
ε= 
T dN 

したがって，価格変化にともなう事故量の変

化は，両者をかけ合わせたものである。

p. dT 
干 dp=n・ε

クルマの需要の価格弾力性が大きいほど，また，

クルマの保有台数の事故への影響が大きいほど

価格政策の効果は大きい。これは，価格引き上

げが事故量にどれだけ影響するかを示したに過

ぎなし、。最適なクルマの保有台数と価格の関係

についてみると，単純に次のように示すことが

できる。
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価
格
P

d S'， 

P
4
 S2 

S， d' 

Q2 Q， 供給台数Q

横軸に社会全体のクルマの供給台数，縦軸にク

ルマの価格を示している。 dd' は社会全体の

クルマの需要曲線 S，S，'はクルマの供給曲

線であり，これは右上りと仮定しよう。事故を

考慮しない場合のクルマの価格と生産量はP"

Q，である。事故による損失がクルマの供給台

数の増加関数であるとすると，社会的最適は，

事故による損失曲線をクルマの供給曲線に加え

たS2 S /と需要曲線とが交わるところで決ま

る。価格はP2. 生産量はQ2である。したがっ

て事故をクルマの供給とのみ関連づけた場合は，

事故の社会的損失額を加えた価格を設定するの

が，社会的最適をもたらすことを示している。

次に速度との関係をみてみよう。これについ

ては筆者はすでに (6)で示している。規制政

策の場合は，違反した場合の罰則が必要である。

ドライパーは罰則を考慮に入れて行動する。交

通事故の場合，損害賠償責任が過失責任制度で

あるか無過失責任制度であるかによってドライ

ノfーの行動に違いが生ずる。無過失責任の場合

は，彼は常に予想事故費用を考慮に入れて行動

する。

速度による便益をBとし，

B=B (S) 

他方，予想事故費用Cは，

C=C (S) 

期待便益から期待事故費用を差し引いた純便益

NB=B(S)-C(S) 

NBを最大にするSを選択することになる。も

しドライパーに一切の責任が負わされなけれは

彼はB (S)が最大になるスピードを選択する。

過失責任制度の場合は，ちょうどNBが最大

になるようなSの水準に制限速度を設定しそれ

を上回った場合にドライパーが損害賠償責任を

負うようにすれば，彼は最適速度を選択するこ

とになるだろう。これは制度設計によって最適

値を見出すことを示したものであるが，きわめ

て単純化したものである。期待事故費用の中に

は事故による自分自身の損失と他者に与える損

失があるが，自分自身の予想損失は速度制限に

対する違反の有無に関係なしに， ドライパーの

行動に影響する。また，このような規制による

場合は，監視コスト，事後処理コスト等も考慮

に入れる必要がある。

交通事故の場合は，予防費用の効果がもう一

つの重要な要因である。まず一般的に最適な予

防費用の問題を単純化して示す。事故の社会的

費用Lは事故による損害Dと予防費用Dr，事

後処理費用Cpに分けると，

L=D+Dr+ Cp 

しかし，単純化のためCpを無視し

L=D+D， 

とすると，予防費用をかけるほど事故による損

害額は減少すると考えられるから，

dD 
くO

dDf 

ここでLを最小にするDを求めることになるヘ

20)グラフで示すと右のようになる。
横軸に事故量を，縦軸に単位当たり費用を測る。
右下がりの曲線は予防費用，右上りの曲線は単
位当たりの損失額であり，両者を合計した総費
用はU字型曲線で示される。この最低部分が最
適値である。
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ド)。また，クルマの普及台数を増大させて事

故原因をっくり出すかもしれない。他方，イン

フJラは税のかたちでまかなわれる。これが国民

全体の負担であるとしたときに，問題はいっそ

う複雑になる。このことがクルマの利用による

便益を考慮した上での一貫したモデル構築をむ

ずかしくしている。

本稿は，事故を考慮しつつクルマ社会の便益

最大化をもたらす最適政策というところまでは

手が届かないが，犯罪のケースと交通事故のケー

スについて，それぞれ個々にどのような問題が

あるかを提示したものである。

勾b
プし研学済

すなわち，限界予防費用と限界事故損害減少額

が等しい場合に，社会的費用は最小になる。こ

れは自然災害のケースと同じである。しかし，

以上は一般論であり，予防費用が具体的に何に

影響して事故を減らすかをとりあげると問題は

複雑になる。すでに述べたように，

経

dL dD 
一一= 十 1= 0 
dD dDf 

dD 

dDf 
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S) 

DfがN，Sに影響し，事故を減少させると考

えると，逆にN，Sによってもたらされる便益

も考慮しなければならない。ここでは次の点の

みに触れておこう。

予防装置には，高性能のブレーキのような私

的財と歩道橋，ガードレール，交通巡査のよう

な公共財とがある。私的財の場合は，その費用

を誰が負担するかという問題はあるが，結局，

クルマの価格に転嫁されるとすれば，それはク

ルマの普及台数に影響することを通じて事故量

に影響を与える。これは価格政策と同じ効果を

もたらす。

公共財の場合は少し複雑になる。まず安全の

インフラストラクチュアは，歩行者の安全を守

るであろうが， ドライパーに安心感を与えて事

故原因をっくり出すかもしれない(モラルハザー

T=T(N， 

岩波書庖

単位当た
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故
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当
た
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